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Ⅰ　は じ め に
　利益は１会計期間における純資産の増加として定義され，計算構造的に
は，利益は期末純資産と期首純資産との差額として定義される。これは資
産負債観および財産法における定義であるが，収益費用観および損益法に
おける利益の定義も例外ではない。そこでは，利益は１会計期間における
収益と費用との差額として定義される。
　この差額としての利益に実在性があるのかどうなのか，つまり，利益が
現実に存在するのかどうなのかが，これまでの会計の基本問題であり，利
益は現実世界において存在しないという説が多かった。
　例えば，ヒース（Heath）は次のように述べている。利益の会計的概念
は現実世界の事象のモデルであるけれども，現実世界において1.6人の子
供をもつ家族が存在しないのと同様に，利益は現実世界において存在しな
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い。両者はわれわれの心の中にのみ存在する。それらは無形の概念であ
り，抽象概念である（Heath [1987] p. 2）。
　また，スターリング（Sterling）も次のように述べている。会計システム
のアウトプットのどれもが個別に検証できない。すなわち，インプットか
ら計算された数字を検証するために遂行しうる独立的な経験的操作はな
い。「純利益」も「総資産」も観察不能であり，個別に測定できない。む
しろ，それらは勘定残高の合計である。勘定残高は観察できないし，個別
に測定できない。
　監査過程はアウトプットの検証ではない。むしろ，それは本質的にアウ
トプットの再計算であり，インプットの正確性もしくは真実性をチェック
するための基礎である事業記録の「検査」である。それゆえ，監査過程
は，そのシステムに対するインプットおよびそれらのインプットが操作さ
れる方法に焦点を当てる。それはシステムのアウトプットを検証しない
（Sterling [1970] pp. 450-451）。
　このように，利益の実在性が疑問視されているのであるが，「利益は本
当に実在しないのか」というのが本稿の基本的な問題提起である。そし
て，この問題に対して，利益の実在性を証明することが本稿の目的であ
る。
　この目的を達成するために，本稿ではまず，利益は実在しないと主張す
るヒースの論拠を紹介し，次に，この論拠に対する反論として，マテシッ
チ（Mattessich）の「実在性の玉ねぎモデル」（onion model of reality ;  OMR）
を説明し，これに基づいてヒースの利益非実在論を反証する。
　さらに，利益の測定は経験的に検証できないと主張するスターリングの
説を紹介し，また，これに対する反論として，利益測定は存在論の問題で
はなく，方法論の問題であるという論拠を提示することによって，利益測
定の実在性を擁護する。
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　そして最後に，これまで会計研究においてアポリアともいうべき難問で
あった利益の実在性を再確認するとともに，方法論としての利益測定の方
向性を示唆したい。
Ⅱ　利益非実在論
１　収益力と支払能力
　ヒースによれば，企業の経営者は企業活動に関して２つの目的に関心を
もっている。それは，収益力（profitability）と支払能力（solvency）である。
ここで，収益力とは企業がその富を増加させる能力をいい，支払能力と
は，企業がその債務を期日に支払う能力をいう（Heath [1978] p. 1）。換言す
れば，収益力とは，企業が利益を稼得する能力であり，支払能力とは，企
業が現金を必要とする場合に，どのような方法であれ，現金を調達する能
力である。
　このような収益力と支払能力との間に密接な関連があることは明らかで
ある。長期的な支払能力は長期的な収益力に依存する。長期的にみれば，
利益を稼得していない企業が負債の返済資金を調達するために利用できる
方策などまったくない。しかし，短期的にみれば，収益力と支払能力とが
必ずしも同じような動き方をするものとは限らない。収益力のない企業で
も，現金回収が現金支払いを超え続けているために，数年間は支払能力が
あるかもしれない。他方，増加した売掛金，棚卸資産および生産設備に融
資するために現金の必要な，収益力のある企業は，最終的には支払不能と
なりうる非現実的な債務返済スケジュールにそれ自体縛られるかもしれな
いのである。
　収益力と支払能力とが異なる代表的な事例を，ヒースはさらに次のよう
に明確に述べている。会社の現金収支の時期は，資産・負債が記録される
金額に影響を与える場合以外は損益の測定と関連をもたない。ある品目を
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現金10,000ドルで販売することと，５年満期，10％利付きの受取手形
10,000ドルで販売することとは，収益力を評価する上で同等の取引とみな
される。しかし，この２つの場合，現金を受け取る時期が非常に異なるか
ら，支払能力を評価する上でそれらは同等の取引とはいえない。将来の現
金収支の時期は支払能力を評価するための必要条件であるし，また支払能
力を報告する問題と収益力を報告する問題とを区別するための不可欠の部
分をなしている（Heath [1978] pp. 3-4）。
　これは，突き詰めていえば，利益と現金との相違であるということがで
きる。利益とは，ヒースによれば，１期間における企業の純資産の増加で
あり，抽象的な数字である。つまり，それは貨幣単位で測定された富の増
加であって，物的な貨幣や「物」ではない。このような利益は現金をもた
らさず，現金は事業活動によってもたらされる。事業活動の１つの効果は
企業の現金の変動であり，他の効果は企業の純資産の変動である。しか
し，純資産の変動は現金をもたらさない。受取債権の回収，借入れおよび
株式の発行のような活動のみが現金をもたらし，利益があったかどうかに
かかわらず，それらの活動が現金をもたらすのである（Heath [1979] p. 92 ;  
[1981] p. 167）。
　このような理由から，企業の利益に何が「生じた」かを示そうとするこ
とは無意味である。利益は処分され，留保され，あるいは支払われうる物
的な「物」ではない。つまり，利益は貨幣で測定されるが，資産ではな
い。もちろん，会社の現金に何が生じたかを示すことはできる。その一部
は利益を指向する諸活動の結果として受け取ったものである。キャッシ
ュ・フロー計算書がそれを示している。
　同様に，利益を指向する諸活動はその他の資産，例えば当座資産にも影
響するから，会社の当座資産に何が生じたかを示す計算書も作成すること
ができる。その一部は会社の利益を指向する活動の結果として受け取った
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ものである。しかし，会社の利益に何が「生じた」かを示してみても，そ
れは意味がない。どのような計算書もそれを示すことはできない（Heath 
[1978] pp. 101-102）。
　したがって，利益と現金および収益力と支払能力とは別物であり，両者
を混同してはならない。従来，両者は混同されるきらいがあり，さらに収
益力が重視される傾向にあったが，収益力に加えて，支払能力を別個に独
立して把握することが必要であるのである。
　これに関して，ヒース自身次のように述べている。収益力と短期的な現
金調達能力との区別を無視または混同している債権者は，自らの誤りに対
して高い代償を支払うことになろう。今日，知識のある債権者が会社の将
来のキャッシュ・フローに注目しているのは，高額の利益を稼得していた
としても，それによって負債の支払期日が到来した時に，負債を返済する
ために十分な現金が手元にあることが保証されないことを承知しているか
らである（Heath [1978] p. 18）。
２　利益の非実在性
　このように，収益力と支払能力とを区別して認識する必要があり，支払
能力の評価は非常に重要なのであるが，ヒースはさらに，利益は現実世界
において実在しないと主張する。それは以下のような論拠である。
　彼によれば，会計人はしばしば利益を具体化する。彼らは，それを分配
する，それを確保する，それを再投資する，それを内部留保する，それか
ら固定資産の財源を確保する，等々という。
　しかし，利益は抽象的な概念である。それは，所有主との取引以外の源
泉から生じた企業の純資産の価値測度の変動である。それを直接観察した
り測定したりすることはできない。それは会社の資産および負債の属性
（つまり，それらのコストや価値）の１つを測定し，それからそれらのデータ
330
を１組の規則に従って操作することによって決定される。
　上述したように，利益の会計的概念は現実世界の事象のモデルであるけ
れども，現実世界において1.6人の子供をもつ家族が存在しないのと同様
に 1），利益は現実世界において存在しない。両者はわれわれの心の中にの
み存在する。それらは無形の概念であり，抽象概念である。
　ある人は，利益の具体化を害のない慣行または「単なる意味論の問題」
として片づける。それは意味論の問題でもよいが，それは重要ではないこ
とを意味しない。また，何かに意味論の問題と名づけることは，その慣行
が無害であることを意味しない。利益を具体化することはコミュニケーシ
ョン問題を生ぜしめ，しばしば誤った理由づけとなる（Heath [1987] p. 2）。
　さらに，会社が配当金を支払う場合，会社は現金（またはその他の資産）
を分配するのであり，利益を分配するのではないし，その現金が例えば
1906年の株主の出資からきたのか，それとも1984年の商品の販売からきた
のかを決定することは不可能である。つまり，配当は現金で行われるもの
であり，利益の分配はありえないのである。
　そして，ヒースは利益に関して次のように結論づける。利益はいかなる
ものの源泉ではない。それは，購入，保有や，財およびサービスの販売の
ような様々な活動に企業が従事したことの結果である。会社の利益がその
現金の源泉として報告されるならば，貸借対照表で報告される現金の実際
の変動と一致する計算書を作成するためには，現金以外の源泉として，減
価償却，割引社債の償却，繰延税金の増加，等々も報告する必要がある。
しかし，それらは現金の源泉ではないのである（Heath [1987] p. 6）。
1）　これに関して，ヒースは次のように述べている。例えば，平均的な合衆国
の家族は1.6人の子供をもっているとわれわれがいうとき，これは直接観察
できない何かを可視化するのに役立つ。1.6人の子供をもつ家族を誰も見た
ことがない（Heath [1987] p. 1）。
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　したがって，利益は現実世界において存在しないと，ヒースはいうので
ある。
Ⅲ　実在性の玉ねぎモデルと社会的実在性
１　実在性の玉ねぎモデル
　利益は実在しないというヒースのこのような主張に対して，マテシッチ
は，ヒースは社会的実在性と物理的実在性を混同しており，社会的実在性
を無視していると批判する。そして，社会的実在性の重要性を認識すれ
ば，利益が実在することを証明できると主張する。マテシッチのこの考え
を理解するためには，まず彼の提唱する「実在性の玉ねぎモデル」（OMR）
を説明する必要がある。
　マテシッチによれば，存在論（ontology）の一般的な問題は「あるもの
がどの意味で実在（real）であるか」ということである。これは，実在性
が構造化され，様々な種類の実在性が存在することを意味している。そし
て彼は，多くの様々なレベルまたはサブレベル上で新しい属性の創発
（emergence）によって特徴づけられる進化的（evolutionary）過程から生じ
た「統一体の多様性」（diversity of unity）を仮定する（Mattessich [2014] pp. 
1-2）。
　マテシッチは次のようにいう。われわれが様々な実在レベルを区別する
ならば，われわれはまた様々な種類の実在性を区別するべきである。創発
属性（emergent properties）により，社会的実在性は生物的実在性にはみら
れない特徴を有しており，生物的実在性は純粋に物理的レベルでは直面し
ない特徴を有している。しかし，これらの実在性のすべては１つの物理的
源泉から生じたと思われる。この統一体における多様性が存在論的洞察の
本質である（Mattessich [2014] p. 23）。
　ここで，社会的実在性，生物的実在性および物理的実在性は彼の主張す
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る「実在性の玉ねぎモデル」（OMR）の構成要素ないし階層であり，それ
を説明するための重要な観念が「創発属性」である。そこで，OMRを理
解するために，まず創発属性から説明することにする。
　創発属性は一般に，進化論で用いられる概念であり，先行与件から予言
したり，説明したりすることが不可能な進化，発展の属性をいう。これ
は，モーガン（Morgan）が『創発的進化』（1923）で提唱した概念である。
　生物の進化の歴史の中で，生物の発生，神経系を備えた生物の出現，人
間の出現などいくつかの段階において，先行の諸状態に基礎はおいている
ものの，それから直接予見することのできないような飛躍が認められる，
というのがモーガンの主張で，彼はこれらを創発の典型例と考えた（平凡
社［1971］864頁）。
　これは実在性との関係でいえば生物的実在性を進化論的に説明したもの
であるが，マテシッチはこの考えを実在性一般に適用した。これが OMR
である。彼によれば，創発属性の観念が様々な実在性レベルを定義するた
めのより実行可能な規準を提供し，さらに，創発属性の存在は，様々な，
しかし関連する実在性の階層を区別するための大いなる正当化である
（Mattessich [2014] pp. 49, 65）。
　創発属性の観念に基づく OMRは，実在性の階層を玉ねぎの階層のよう
に相互に依存しかつ包括的なものとみる。それはまた，線型および一元的
方法で階層をみる代わりに，時間およびその他の次元を含む多元的局面か
らこれらの様々なレベルを考え出す。
　もう１つの重要な局面は，様々な階層を等しく永続すると考えることは
できないということである。実在性は常に変化しているのである。しかし
それでも，中核の階層は，より高いレベル（例えば，社会的，法的および経
済的レベル）上の事物，事象，属性およびその他の関係よりも永続すると
みなすことができる。これらの「表面的実在性」は束の間に増加してい
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き，より高い階層に上るのである（Mattessich [2014] p. 49）。
　この OMRの説明として，マテシッチは以下のように述べている
（Mattessich [2014] pp. 65-67, Mattessich [1995] pp. 44-45）。
　上述したように，OMRは，実在性の階層を玉ねぎの階層のように相互
に依存しかつ包括的なものとみる。この比喩の目的は，実在性の観念のよ
りよい理解を促進すること，ならびに，われわれの常識的観念および科学
的知覚に関連して概念的および言語的表現の本質のよりよい理解を助長す
ることである。
　このモデルは，実在性を物理的実在性，生物的実在性および社会的・文
化的実在性のレベルに階層的に区別する 2）。これらの実在性は，次のよう
に概略的に説明することができる。
⑴　物理的実在性：これは力学，クウォーク，電子等の分野からなり，
さらに，原子，分子，アミノ酸，タンパク質等のより高いサブレベル
の分野からなる。各々のこれらの「主体」（entities）はすでに「創発
属性」を有している。これらの様々な種類の実在性の認識は，すでに
実在性の階層的観点を完全に意味しており，そのある局面は安定して
いるけれども，他の局面はより変動する。
⑵　生物的実在性：これはそれ自体 DNA分子および生命の規準におい
て現れ，また，近代の植物学および動物学において経験的に証明され
たその創発属性において現れる。このレベルも，無数の生命形態の
様々な段階に依存する多くのサブ階層からなる。事実，次のレベル
2）　厳密にいえば，マテシッチの開発した OMRは２つあり，それはオリジナ
ルの OMRとそれを拡張ないし整理した OMRである。本稿で述べるのは後
者の拡張された OMRであり，オリジナルの OMRでは，本文の生物的実在
性と社会的・文化的実在性の間に「心理的実在性」が入る。拡張された実在
性では，心理的実在性の一部は生物的実在性に組み込まれ，残りは社会的・
文化的実在性に組み込まれる（Mattessich [2014] p. 147）。
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（項目３）は，生物的実在性の主要なサブレベルと考えることができ
る。進化的飛躍は，ある基礎的な特性の永続性対その他の特性の変動
性をわれわれに気づかせる。
⑶　社会的・文化的実在性：これは，人間のグループが社会的属性を生
み出す場合に常に存在し，そこでは，その社会的属性はより高いサブ
レベルで道徳的，経済的，法的，および類似の属性となる。所有権お
よび債権の経済的および法的関係は，物理的レベルにおける原子と同
様に，また心理的レベルにおける痛みや好みと同様に，このレベルで
経験的に実在である。
　これらのより高い実在性は，以前の階層ならびに究極的な実在性を包含
する。ある階層は以前の階層から生じ，それらによって跡づけることがで
きるけれども，これは，そのような階層またはその主体がある以前の階層
に「還元」できるということを意味しない。
　現代において，次の規準が物理的実在性および生物的実在性を社会的・
文化的実在性から区別するために使用される。前者はすべての人間の精神
図表１　実在性の玉ねぎモデル
物理的
実在性
生物的
実在性
社会的・文化的
実在性
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および表現に関して独立的であるけれども，社会的実在性はある精神に関
して独立的であり，つまり当該特定種類の社会的実在性の創造に関係しな
い精神に関して独立的である。
　以上のことから，この OMRを図示すると図表１のようになる。
２　社会的実在性の重要性
　以上が「実在性の玉ねぎモデル」（OMR）であるが，会計との関係でと
りわけ重要なのは社会的実在性である。マテシッチはこれを次のように述
べている。
　会計において，社会的実在性のレベルは明らかに極めて重要な役割を果
たす。そこでは，ほとんどすべてのものは所有権および負債関係に依存
し，それらの派生物および評価に依存する。特定の創発属性は実在であ
り，実在性は様々なレベルからなるという観念は，暗黙的にすべての科学
の基礎にある。
　それは社会科学の分野において特に重要であると思われる。事実，意
識，公債，所有権，価値等のような創発属性を経験的ではないものとみな
すことは，会計学および経営学を含むすべての社会科学を形式科学（つま
り，論理学や数学のような，経験的ではなく単なる概念的内容の学問分野）に還
元することになる。しかしその時，形式科学もまたわれわれの世界の具体
化ではないのか，という疑問が生じるが，この疑問にはっきりと「イエ
ス」と答えることができる（Mattessich [2014] p. 50） 3）。
3）　マテシッチはこのことを別の箇所で次のように表現している。会計にとっ
て，社会的・文化的実在性のレベルは明らかに最も重要である。われわれの
学問分野において，ほとんどすべてのものは所有権，債権および他の請求
権，それらの派生物および評価に依存している。そして，（すべての科学に
おいて黙示的な）特定の創発属性の観念は，社会的分野において特に重要と
なる。事実，意識，公債，所有権等のような創発属性を社会的レベルで実在
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　すなわち，会計において社会的実在性が非常に重要であり，そこにおい
て特徴的な所有権や請求権はまさに社会的実在性を有しているのである。
マテシッチによれば，（貸借対照表の両側における）特定の請求権および所有
権は5,000年以上もの間最も重要な検証可能な社会的実在であった。それ
らなくして，法律家および会計人の必要性はほとんどなかったであろう。
　そして，彼は次のようにいう。あなたの家の抵当権をあなたに保証する
銀行家に，彼の債権が実在ではないこと（もしくはそれが「存在論的に主観
的」であること）を納得させようとすると，彼はすぐに必要な証拠を提供
することによって逆のことをあなたに納得させるであろう。また，あなた
の財産に対する所有権が実在ではない（もしくは主観的にのみ実在である）
と誰かが主張するならば，あなたはどのように反応するだろうか。それゆ
え，日常生活および言語に一致する実在性の観念および社会的客観性の観
念を受け入れることに適した十分な理由があると思われる（Mattessich 
[2014] p. 51）。
３　利益の実在性
　所有権および請求権が社会的に実在であるならば，この権利の特定の変
動としての利益や社会的および法的権利部分としての利益は，まさに実在
であるということになる。マテシッチはこれを次のように実際的に説明し
ている。
　例えば，あなたのまたはあなたの隣の庭にあるリンゴの木が，毎年果物
の収穫物を生み出すことができる。この木からの利益は，一般的な考えと
的なものとみなさないことは，会計学および経営学を含む社会科学を，論理
学や数学のような形式科学に還元することになろう。もっとも，論理学や数
学は社会的実在を取り扱わないということを意味しない（Mattessich [2014] 
p. 53）。
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は逆に，リンゴの収穫物ではない。利益はむしろこの年次収穫物に対する
財産請求権である。リンゴはこの利益の一時的な物理的現れ（資産）にす
ぎない。リンゴを利益とよぶことは，せいぜい，それの比喩的表現の１つ
であろう。
　所有権はその背後に資産がなければ事実上無意味であるけれども，その
２つの観念が同じであると考えることは，頻繁になされる誤りであり，会
計人がその誤りを犯さないことを望む。それらのリンゴの物理的実在性は
所有権とはまったく独立である。それらのリンゴがあなたに属するか，あ
なたの隣人に属するか，ほかの誰かに属するかにかかわらず，それらは依
然として同じリンゴである。
　もちろん，ビジネスの世界では，この問題はリンゴの庭におけるよりも
複雑である。第１に，評価問題がある。第２に，企業における株主持分の
変動は，通常，単一タイプの有形商品においてそれ自体現れず，負債と一
緒になった様々な資産において現れる。それゆえ，利益の具体的な出現
（つまり，ある人と所有主との所有関係とは対照的に，生み出されたものとしての
所有権の増加の対象）は，もはや特定の資産（例えば，いくつかの「リンゴ」）
を必要とせず，おそらく価値等価の資産を必要とするであろう。
　その時でさえ，未分配の利益は増加した所有権であり，利益の分配は
（それが具体的にどのように現れようと）社会的実在性の物理的結果である。
そのような状況において，利益の性質は依然として同じであるけれども，
この利益の決定（測定）は貨幣的評価または類似の評価を必要とする
（Mattessich [2014] p. 51）。
　さらに，マテシッチによれば，利益に多くの定義があり，それらのどれ
も絶対的ではないという事実は，表現，解釈，分類および測定の問題であ
り，実在性の問題ではない。資産の請求権としての資本の価値は，ほとん
どの企業で絶えず変動し，配当および新投資を考慮しない場合でさえそう
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である。
　資産に対するそのような請求権が社会的実在であるならば，その価値変
動も社会的実在であり，それをどのようにわれわれが表現し，分配し，評
価するかにかかわらず，そうである。われわれが非包括的利益定義を使用
するか包括的利益定義を使用するかにかかわらず，われわれは異なったニ
ーズにしたがって様々な方法でこの実在性を分配する以外にない。この操
作はあらゆる表現に対して優先権を有しており，それが科学的使用であろ
うと日常的使用であろうと，そうである（Mattessich [2014] p. 60）。
　すなわち，利益は増加した所有権であり，追加的請求権であり，会計的
概念によって表現しうる社会的実在であるのである。そして，この利益の
測定は貨幣的評価を必要とし，利益に多くの測定方法があるけれども，そ
れは測定の問題であって実在性の問題ではなく，利益は依然として社会的
実在性を有しているのである。
　しかし，問題はそれほど単純ではなく，利益の測定問題は実在性に関し
てさらに検討すべき大きな問題を有している。それは，測定された利益が
現実世界を表していないならば，利益が実在しているとはいえないのでは
ないかという問題である。これはスターリングが提起した問題であり，こ
れが次の検討課題となる。
Ⅳ　利益非測定論
１　人類学，心理学，数秘学としての会計
　スターリングによれば，現在，学会および実務界において代表的な会計
思考は以下の３つである。第１のそして最も普及している思考は，会計の
主題を会計人の会計行動におくものである。すなわちこれは，会計人の会
計行動を観察し，彼らの会計行動を一般化された原則の下に包括すること
によって，それらを合理化しようとするものである。そして，その代表的
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なものは，現在さかんに主張されている「実証的会計理論」（positive 
accounting theory）である。この理論は，会計すべき現象についての理論で
はなく，会計人についての理論であり，「人類学」と共通性を有している
ので，これをスターリングは「人類学としての会計理論」とよぶ。
　第２の代表的な会計思考は，会計の主題を会計情報の受け手の反応にお
くものである。ここでは，財務諸表の受け手たる投資者が何らかの反応を
して株価が動くならば，その財務諸表および会計情報は有用であり，それ
が有用な「情報」を含む証拠とみなされる。この思考の代表的なものは，
「効率的市場仮説」（efficient markets hypothesis）に基づく会計理論である。
この理論の重点は人々の反応にあり，「心理学」に通ずるので，これを彼
は「心理学としての会計理論」とよぶ。
　第３の代表的な会計思考は，現在の会計実務におけるそれであり，会計
の主題を観察可能な財や富の量におくのではなく，観察不能な「数字」に
おくものである。ここでの主題は，現行の棚卸資産会計や固定資産会計に
おいて明確に現れているように，それらをどのように原価配分計算するか
であり，それらをどのように測定するかではない。そこでは，富および利
益の測定が想定されるけれども，実際にはそれは計算活動であり，これら
の計算活動の結果である数字は経験的指示物をもたない。この経験的指示
物をもたない「数字」をこの会計思考は重視するので，これはまさに数占
いたる「数秘学」（numerology）であり，したがって，これを彼は「数秘学
としての会計」とよぶ。
　このように，現代の代表的な会計思考は，人類学，心理学，および数秘
学としての会計であるが，これらはそれぞれ会計の主題として妥当しない
固有の問題点を有している。以下，これをスターリングの所論（Sterling 
[1970] pp. 449-454 ;  [1988a] pp. 8-12 ;  [1988b]pp. 9-10）を参考にして述べてみ
よう。
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　まず，「人類学としての会計理論」には次のような問題点がある。
⑴　会計人は，彼らが行動すべき方法で会計行動するというのは，必ず
しも真ではない。ｘがそのケースであるので，ｘはあるべきケースで
あると結論づけることは誤りである。会計人が実際にどのように会計
行動しているかを観察して一般化することから，会計人が行動すべき
方法に到達する可能性はない。したがって，この種の理論化は，会計
人がなぜある方法で会計行動するのかの説明を提供し，彼らの会計行
動を予測する能力を提供するかもしれないが，それは彼らの会計行動
の良さについての判断をもたらさない。彼らの会計行動の良さを判断
するためには，他の規準が必要である。
⑵　その過程は変化を不可能にする。現在の世代の会計人に，一般に認
められた会計原則（これは前の世代の会計人の行動を観察することによっ
て引き出された原則である）にしたがって会計行動することを要求する
ことによって，変化は禁じられてきた。その要求が厳しく強制される
ならば，各世代は前の世代とまさに同様に会計行動し，これは最初の
世代に遡るであろう。もちろん，会計理論において変化は生じてきた
が，これらの変化は人類学的解釈によっては説明されないし，提供さ
れない。
⑶　最初の世代に続いて，その過程は循環的である。すなわち，われわ
れは教育すべきことを見出すために会計人の会計行動を観察し，次に
行動すべき方法を彼らに教育し，さらに教育すべきことを見出すため
に会計人の会計行動を観察する，等々となる。
⑷　最も重要なことに，物理学の理論が物理現象に関係し，物理実務家
に関係しないのと同様に，会計理論は会計現象に関係すべきであり，
会計実務家に関係すべきではない。人類学的調査は有用な情報を提供
する。会計実務家がどのように行動し，彼らがなぜそのように行動す
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るのかを知ることは重要である。彼らの行動が「会計原則」の下に一
般化できるならば，それらの知識は有益である。しかしながら，その
ような知識は，会計人の行動の理論とは対比される会計理論のための
基礎を提供せず，したがって，「実証的会計理論」などによって代表
される「人類学としての会計理論」は妥当ではない。
　次に，「心理学としての会計理論」には次のような問題点がある。
⑴　それは心理学の刺激・反応学派の方法論にしたがっている。財務諸
表が刺激であり，反応が財務諸表の受け手の意思決定である。刺激の
頻度の影響，刺激の変化と有価証券の変化との相関関係，投資者およ
び経営者に対する様々な刺激の影響，価格変化および数量変化に及ぼ
す刺激の影響等に関して，証拠が集められてきた。これは，例えば
人々もしくは実験動物に及ぼす電気ショックの頻度，強度等の影響を
観察することとまったく類似している。その結果生じる理論もまった
く同じであろう。すなわち，それは，刺激に対する人々の反応を説明
もしくは予測する理論であろう。会計理論がこの性格をもつべきであ
るということは，必ずしも明らかではない。
⑵　会計の刺激に対する受け手の反応が，ある種の会計実務が正当化さ
れる証拠とみなされるならば，これらの反応が条件つきであったとい
う可能性を見逃してはならない。会計報告書は長い間公表されてきた
し，それらの公表は，それらを公表する経営者や会計人によって行わ
れた印象的儀式をいくぶん伴っていた。受け手はおそらく彼らが反応
すべき印象を得て，他人が反応することに注目し，それによって反応
に条件づけられるようになってきた。パブロフの犬がベルの音に反応
したという事実は，ベルの存在に対する正当化を提供しない。
⑶　これは語用論的情報内容と意味論的情報内容との重要な区別であ
る。語用論の研究は記号と記号の使用者との関係に関連している。意
342
味論の研究は記号と対象ないし事象との関係に関連している。ある人
がある記号に反応するならば，その記号は語用論的情報内容を有して
いる。しかしながら，その反応はその記号の意味論的情報内容とは何
の関係もない。人々は，われわれが「うそ」とよぶ記号に反応するか
もしれない。「うそ」という用語の意味するものは，それが負の意味
論的情報を有しているということであり，換言すれば，それは「誤
報」である。同じことが会計報告書についても妥当する。それらは
人々が反応する記号である。しかしながら，その記号は現実世界の現
象に結びついているかもしれないし，いないかもしれず，受け手はそ
の結びつきもしくは結びつきの欠如を知っているかもしれないし，知
らないかもしれない。受け手はある現実世界の現象に関心があり，そ
れらの記号が彼らにその現象を識別させると正しくもしくは誤って考
えるかもしれない。それゆえ，受け手が会計報告書に反応するという
事実は，彼らが反応すべきであるということを必ずしも意味しない。
⑷　批判の最後の点はあるアナロジーによって最も良く示すことができ
る。ある医師は患者のひざをたたいてその反応に注目するだろう。そ
の医師はこの反応から，その患者が情報を受けたと結論づけない。む
しろ，反応は医師に対する情報である。医師はそれから，その反応が
病的か否かを決定する。その反応は，医学理論に対する観察可能なイ
ンプットである。会計人は受け手の反応に対して同じスタンスをとる
べきである。受け手が反応するという事実は会計人に対する情報であ
り，その反応が病的か否かを決定するのは彼らの義務である。
　すなわち，「効率的市場仮説」などによって代表される「心理学として
の会計理論」は，意味論的情報よりも語用論的情報を重視した理論であ
り，現実世界の現象を表しているか否かは二次的であり，さらに，会計情
報の受け手の反応それ自体を重要視して，会計情報の送り手の真の任務を
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看過している。したがって，この会計理論も妥当ではないと結論づけざる
をえない。
　最後に，「数秘学としての会計」には次のような問題点がある。
⑴　この会計の問題点は，監査における検証過程の特殊な性質から生じ
る。わずかな例外はあるが，この会計システムのアウトプットのどれ
もが個別に検証できない。すなわち，インプットから計算された数字
を検証するために遂行しうる独立的な経験的操作はない。「純利益」
も「純資産」も観察不能であり，個別的に測定できない。むしろ，そ
れらは勘定残高の合計である。勘定残高は観察できないし，個別に測
定できない。それらは仕訳記入の合計である。監査過程はアウトプッ
トの検証ではない。むしろ，それは本質的にアウトプットの再計算で
あり，インプットの正確性もしくは真実性をチェックするための基礎
である事業記録の「検査」である。それゆえ，監査過程は，そのシス
テムに対するインプットおよびそれらのインプットが操作される方法
に焦点を当てる。それはシステムのアウトプットを検証しない。
⑵　このことは，会計人と物理人（physicists）とを比較することによっ
て一層明確となる。会計人は計算することを訓練されるけれども，物
理人は観察することを訓練される。計算は会計の最終製品であるけれ
ども，物理学では計算は中間製品であり，その数字のアウトプットは
観察と比較されなければならない。会計人はしばしば計算の方法を
「コンベンション」とよび，彼らは書類を調査して再計算することに
よってそれを「テスト」する。つまり，彼らは，計算された数字が何
かを表しているか否かについてほとんど関心がない。物理人は計算の
方法を「仮説」とよび，彼らは計算された数字と直接的な観察とを比
較することによってそれを「テスト」する。つまり，彼らはほとんど
常に，数字が何かを表しているかどうかに関心があり，何も表してい
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ない数字には軽蔑的である。反復的な確証のあとで，彼らは名称を
「仮説」から「法則」に変更し，その場合にのみ，彼らは観察によっ
てそれらの計算のアウトプットをテストすることなしにそれらに頼る
のである。
⑶　システムのアウトプットを検証しないことによって，次のような不
条理が生じうる。すなわち，現在，原価配分に関していくつかの異な
った方法がある。インプットおよび計算の正確性をいかに注意深くチ
ェックしても，この過程はそれらの一連の方法を確証もしくは反証す
る手段を提供しない。結果として，これら一連の方法はすべて容認で
き，監査人はそれらの間で選択する手段をもたない。２つの異なった
方法が（異なった企業において）同じインプットに適用することができ，
１つが必然的に間違いに違いないにもかかわらず，両者のアウトプッ
トが正しく表示していることを監査人は保証することになる。さら
に，異なったアウトプットをもつ異なった方法の数は無限となる可能
性がある。
⑷　これに関連して，会計人によって報告される額は，ほとんど例外な
く比較的自由な算術的構造物である。これらは会計学の文献では「客
観的なもの」として特質づけられるけれども，それはある周知の学問
分野の独立的に存在する意味において客観的ではない。むしろ，会計
数字は，非常に広い領域内で，ある学問分野の特異な産物以外の何も
のでもない。それは個人的感情もしくは偏見によって影響されること
なしに事実に一致するという意味において客観的ではない。まったく
逆に，それは個人的感情によって大いに影響され，報告された額が一
致する事実は存在しない。それは科学的テストとの関係づけに依存す
るという意味において客観的ではない。というのは，テストとそれら
の額との密接な関係は存在しないからである。要するに，会計数字は
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非会計学の文献で通常みられるいかなる意味においても客観的ではな
い。
　これらのことから明らかなように，現行会計実務における「数秘学とし
ての会計」の最大の問題点は，そこにおける会計数字は真でも偽でもない
ということである。というのは，会計数字と対応があるか否かを決定する
ための検討すべき現象がなく，それらの会計数字は検証できないからであ
る。この意味で，現行会計実務は無意味であり，正当視することはできな
い。会計人は会計を最も具体的な現実を取り扱うものとして考える傾向に
あるが，彼らは，数字が現実に対応するもしくは表現するということとは
逆に，数字が現実であるという幻想に苦しんでいるのである 4）。
２　測定論としての会計
　以上によって，現代の代表的な会計思考である，人類学，心理学，およ
び数秘学としての会計のいずれもが，重大な問題点を有していることが明
らかとなった。そして，その問題点として，これらの会計思考において共
通していえることは，これらは現実の会計現象（会計が取り扱う経済現象）
を会計の主題とせず，別のものを会計の主題としているということであ
る。すなわち，人類学としての会計理論は会計人の会計行動に焦点を当
て，心理学としての会計理論は会計情報の受け手の反応に目を向け，そし
て数秘学としての会計は原価配分等の数字を重視する。その結果，これら
4）　これと同じことを，スターリングは別のところで次のように表現してい
る。会計実務の数字は，分析的でも検証可能でもないという論理実証主義者
の意味で，意思決定には有用でないというプラグマティストの意味で，そし
て操作的に定義されていないという操作主義者の意味で，無意味である。会
計実務の数字は，これらを経験的に検証可能にし，それらが意思決定に（使
用されるのみならず）有用であることを証明し，そしてそれらを操作的に定
義することによって，有意味にする必要がある（Sterling [1988b] p. 16）。
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の会計思考では，最適な会計方法を永久に決定することができないのであ
る。
　そこで，会計すべき方法，つまり最適な会計方法を決定するためには，
現実の会計現象を会計の主題としなければならず，さらにいうならば，会
計現象の測定を会計の対象としなければならない。これは，ある方法で計
算された会計数字とその数字が表そうとしている現象の独立的な測定値と
の間で，密接な対応関係がなければならないことを意味している。ある計
算方法が測定された額と密接に対応する数字を生み出すことが判明するな
らば，その方法は継続的に使用されるべきものとして選択され，そのよう
な対応関係が見出されないならば，その計算方法は棄却されることにな
る。
　最適な会計方法を決定するためには，そのような対応概念が極めて重要
であるが，これは会計特有の問題ではなく，科学論における基本である。
ある思考（もしくは思考の記号）がその対象に対応しているかどうかは，ま
さに科学的方法の本質である。対応があるか否かを見出すために対象を独
立して観察することは，科学的言明を検証もしくは反証する過程であり，
したがって，対応概念は科学にとって不可欠である。これを会計に当ては
めてみると，会計が経験科学として成立するためには，会計数字と会計現
象の測定値との対応が不可欠となり，対応概念が極めて重要な概念となる
のである。
　このことをさらに明確に理解するために，ここで，「経験科学」につい
て改めて説明しておく必要がある。これに関しても，スターリングが的確
に述べているので，彼の所論（Sterling [1970] pp. 446-448）を参考にしなが
ら，述べていくことにする。まずはじめに，経験科学は，現実世界におけ
る事象の説明と予測をその目的としている。したがって，経験科学の命題
は，それがある経験的現象を正しく説明もしくは予測する場合にのみ，真
利益と実在性（上野）　347
であるといわれる。
　しかしながら，経験科学の理論は，観察によって検証されうる命題のみ
から構成されるわけではない。むしろ，経験科学における理論は，分析命
題と経験命題の結合からなる。ある理論の構文論的ないし論理的部分は抽
象することができ，その理論の経験的部分から分離して研究することがで
きる。この過程は通常ある理論の「形式化」とよばれ，その結果は「形
式」システムとよばれる。もちろん，形式システムそれ自体は経験理論で
はない。形式理論が経験科学の理論としての機能をもつためには，意味論
的規則が加えられなければならない。
　つまり，ある理論が経験的たらんとするならば，原初段階であるインプ
ットと最終段階であるアウトプットの検証は不可欠である。上述したよう
に，経験理論におけるすべての命題が検証可能であるということは要求さ
れてはおらず，観察を受けない形式システム内で操作する多くの用語があ
る（これらは「観察言語」と対比する意味でしばしば「理論言語」とよばれる）。
しかしながら，経験理論は検証可能ないくつかの命題を原初段階と最終段
階においてもっていなければならない。これらの個々の命題の検証はその
理論のテストとして行われ，それらの命題が真であることが判明するなら
ば，その理論は「実証された」もしくは「確証された」といわれるのであ
る。
　要約すると，経験科学の理論は２つの部分に大きく分けることができ
る。すなわち，それは ⑴ 抽象的な記号とこれらの記号を操作する一連の
構文論的規則からなる形式システム，および ⑵ ある記号を意味論的規則
による観察に結びつける形式システムの解釈である。形式システムにおけ
る命題は，それらが公理もしくは定義から演繹されるという意味で分析的
である。解釈された理論の命題は経験的であることを意図されており，そ
れらは観察によってテストされなければならない。
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　意味論的規則は，⑴ インプットと ⑵ アウトプットという２つの異なっ
た種類の観察に関係する。ある理論が完全であるためには，それらの種類
の観察が行われなければならず，測定規則が特定化されなければならな
い。これらはその形式システムに対する経験的インプットである。それら
のインプットは次に構文論的規則にしたがって操作される。そして，その
形式システムのアウトプットは意味論的規則を通じて再び観察に結びつけ
られる。それらの観察がその形式システムによって特定化されるならば，
その特定の命題は検証されたといわれるのである。
　そして，以上の関係をスターリングは図表２のように表している
（Sterling [1970] p. 448）。
　これを会計との関係で述べると次のようになる。まず，現実の会計現象
（会計的経済取引）を観察し，仕訳を通じて会計現象が数字化される。これ
が意味論的規則を適用したところのインプットである。次に，これらの数
字が構文論的規則にしたがって操作され，元帳転記が行われ，アウトプッ
トとしての財務諸表が作成される。さらに，この財務諸表の会計数字が意
味論的規則を通じて独立に観察された会計現象の測定値と対応される。そ
して，会計数字と会計現象の測定値との間で密接な対応関係が見出される
ならば，この会計システムおよび会計理論は確証されたといわれ，経験科
学として成立するのである。
　このようにみてくると，ある会計理論が経験科学として成立するために
図表２　経験科学における理論
理論面
観察面
インプット 構文論的操作 アウトプット
?????? ??????
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は，少なくともその原初段階と最終段階において，会計数字と現実の会計
現象とを対応させるために「測定」が非常に重要な役割を果たすことがわ
かる。換言すれば，会計理論と会計現象の測定とは不可分の関係にあるの
である。
　理論は，何が測定されるべきであり，測定がどのように操作されるべき
であり，どのような測定可能な結果を期待することができるかを明らかに
する。これは，何が測定できるかということによって理論が拘束されるこ
とを示唆している。それはまた，予測される事象が個別の測定によって検
証もしくは反証されるだろうということにおいて，測定が理論に相互作用
することも示唆している。このように，理論と測定は一体であり，スター
リングによれば，測定のない理論は単なる空論であり，理論のない測定は
あてのない放浪である（Sterling [1970] p. 455）。
　したがって，会計の主題は，会計人の会計行動でも，会計情報の受け手
の反応でも，原価配分された会計数字でもなく，現実の会計現象の測定で
ある。会計の主題を測定におくならば，会計の命題は反復して検証でき，
すべての人々によって検証できる。そのような検証は，われわれの直面し
ている問題を議論し続ける代わりに解決させることができ，われわれの論
争を法律や裁判所に訴える代わりに，科学的テストに訴えることによって
解決することができるのである 5）。
5）　もっとも，測定問題は非常に難しい問題であり，現在において解決されて
いない多くの問題が存在することは事実である。しかしながら，これらの問
題を解決するために挑戦することが，今後のわれわれの任務となる。この意
味で，スターリングは次のように述べている。われわれの現在の測定問題は
手に負えないことを認めざるをえない。物体が静止するまで，古代人が移動
距離を測定できなかったのと同様に，償却資産が売却されるまで，その費用
を測定できない（と主張される）。相違点は，われわれはわれわれ自身の無
能力性のために測定を諦めたけれども，科学者は彼らの無能力を挑戦とみな
したということである。重要な点は，われわれもわれわれの測定問題を解決
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Ⅴ　利益測定と実在性
１　存在論的問題と方法論的問題
　以上が，現在の会計数値および利益数値が会計現象および現実世界を表
しておらず，会計は測定でなければならないというスターリングの主張で
ある。これに対して，マテシッチは上述したように，利益測定は存在論的
問題ではなく，方法論的問題であるとする。
　マテシッチによれば，最もしばしば出くわす混同は，存在論的問題と方
法論的問題との混同である。第Ⅲ節で，OMRの観点から，ある特定の資
本または（資本または類似の請求権，または成果から生じる）ある特定の利益
は実在でありうることが明らかにされた。しかし，議論されているものは
この利益の評価（つまり，測定または推定）である。そして，これは存在論
的問題ではなく，方法論的問題である。
　これに関して，彼は天文学の例から次のように説明を始める。われわれ
「自身」の銀河はよく確証された天文学的実在であり，より議論の多いあ
る星座とは対照的である。われわれの銀河は数千億の太陽と，無数の惑
星，月，小惑星，彗星等を包含しているということが推定される。しか
し，われわれが銀河において星等の正確な数を知らないという事実は，そ
れが実在ではないということにはならない。
　ある特定の利益に関しても同じことがいえる。例えば，ある人が現金か
ら始め，（何期間か）営業し，最後にその主体が再び現金に清算するならば，
周知のように，ある企業，ベンチャー企業，または類似の主体の総利益は
満足のいくように測定できる。この過程がインフレ傾向のもとで非常に複
雑になるという事実とは別に，利益評価の問題は，われわれを頻繁には利
できない問題として諦めてしまうのではなしに，挑戦とみなすことができた
ということである（Sterling [1975] p. 32）。
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用できない市場取引に戻す。それゆえ，利益が（それが正であれ負であれ）
確定されたならば，問題は最善の可能な方法である一定の文脈に対してそ
れを測定または推定することである。
　究極的に，評価は，ある好みをもつこと（またはもつふりをすること）に
基づいて社会的実在性に言及する（または言及すべき）過程である。最終的
にすべての人は彼自身の好みを内観（主観的実在性）を通じて測定または
決定しなければならないけれども，社会またはある特定の市場の好みは，
（「個人間」または「外観化された」意味で）「客観化された」実在性である市
場価格または関連する価値に現れる。
　しかし，それによって次のような問題が生じる。
⑴　ある特定の日に支払われた実際の市場価格は（一時的であるが）かな
り正確な測度であるけれども，経済的評価に対する社会的ニーズは市
場取引をはるかに超えて拡大する。
⑵　ある対象を人が欲する「価値」で売ることは常に不可能であるの
で，会計人は一連の代替的な評価手続を考案してきたし，その各々は
あるカテゴリーの実際の状況に対する価値を表現するのに多少とも適
していた。これらの価値は合理的な理由づけによって支持されている
が，それらは決して異議のないものではない。というのは，意見およ
び関連する価値判断がまだ重要な役割を果たしているからである。
⑶　多くの場合において，価値はすべてある特定の商品または他の経済
的対象に対して決定できず，あるグループの対象（しばしば１期間のみ
ならず，数期間に及ぶ）に対してのみ決定できる。この問題を克服する
ためには，会計人は様々な種類の配分手続を採用しており，これはま
た，しばしば十分議論されたある合理性に基づいたものである。
　これらが特に問題であり，なぜ会計が純粋科学または実証科学とは扱わ
れず，応用科学とみなさなければならないかの理由である。会計的実在性
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の概念的表現は，非常に特殊な目的のために常に偏向した肖像画を描くこ
とと類似した，実用的なものである。しかし，このニーズは完全な恣意性
とはならない。というのは，そのような過程を客観化する方法があるから
である。
　どの評価方法がどの目的に適しているかを決定することができ，その特
定の目的を明記することができるならば，評価の「中立性」が保持され，
また近づくことができる。それゆえ，将来の会計研究の大きな仕事は，わ
れわれの学問分野の背景に現れる多数の手段・目的関係を決定し，調査す
ることである（Mattessich [2014] pp. 76-77）。
２　コスト・ベネフィット問題
　さらにマテシッチは，価値「測定」に代えて価値「決定」または「割り
当て」について語ることに何ら反対しないという。
　彼によれば，ほとんどの会計「測定」は科学的な必要性ではなく，実務
的なビジネス的必要性である。ここでは，期待される長期的ベネフィット
は対応するコストを超えなければならない。会計においてではなく，会計
に対して適用される，このコスト・ベネフィット規準は，伝統的な会計評
価を深く理解するために極めて重要である。
　マテシッチは，科学的観点から取得原価法に対するスターリングの不満
に非常に共鳴するが，会計学のような応用学問分野において，どの方法を
コスト効果的とみなすかを決定するのは，究極的に利用者または利用者の
合意である。それが科学的レベルでコスト効果的でないかもしれないリス
クにおいてさえ，そうである。
　これは，学者がよりよい会計および評価モデルを構築することをやめる
べきであることを示唆していない。それは，それらのモデルを使用するか
しないかの意思決定はこれらの手段の主要な利用者の合意によって決定さ
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れなければならないことを，彼らに思い起こさせているだけである。この
合意がある社会的グループのために操作されるならば，学問的解決に頼る
ことはできず，政治的解決を探求しなければならない。
　学者の義務は，様々な目的および情報ニーズのために最善の可能なモデ
ルを用意し，それらを実務家に処理させ，そしてそれらの適合性に関して
実務家を教育することである。実務が学者の助言を受け入れ，これらのモ
デルを使用するかどうかは，実用的およびしばしば政治的問題である
（Mattessich [2014] p. 59）。
　このように，マテシッチは会計を純粋科学ではなく応用科学として規定
し，応用科学であるがゆえに利益測定もコスト・ベネフィット規準に基づ
いた実務的な必要性から捉える。そしてこの意味でも，利益測定は存在論
的問題ではなく，方法論的問題であるとし，利益は依然として実在すると
するのである。
　さらに彼は，会計測定および利益測定に関して，その特定の目的を明記
することができるならば，どの評価方法がどの目的に適しているかを決定
することができ，それゆえ，将来の会計研究の大きな仕事は，われわれの
学問分野の背景に現れる多数の手段・目的関係を決定し，調査することで
あるとする。
　マテシッチは，この手段・目的関係に基づいて会計測定および利益測定
を行うモデルを「表現の目的指向モデル」（purpose oriented model of 
representation ;  POR）とよぶ。そして，この PORが会計測定および利益測
定において重要な役割を果たすことになる。
　以上のことから，利益の実在性問題に関して，次のように結論づけるこ
とができる。すなわち，利益は存在論的問題として「実在性の玉ねぎモデ
ル」を適用することによって社会的実在性を有しているということがで
き，その利益の測定は方法論的問題として「表現の目的指向モデル」を適
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用することによって行わなければならないのである。
Ⅵ　む　す　び
　以上，本稿では，「利益は実在するのか」という会計の基本的な問題を
提起し，利益の実在性を証明した。そこでは，OMRの議論から始め，後
に補助的な PORを検討した。
　OMRは多くのレベルおよびサブレベルからなる階層とみられ，これら
は，物理的実在性，生物的実在性から（法学，経済学および会計学の実在性を
含む）社会的・文化的実在性に及ぶ。OMRは，どのレベルでわれわれが
あるものを受け入れ，どのレベルで受け入れないかに関して実在性レベル
を特定化することを可能にする創発属性の観念を利用する。これを会計に
適用すると，OMRは，社会的および法的請求権としての利益が社会的な
レベルでまさに実在であることを示す。
　他方，PORは，対応する会計概念を通じてこれらの実在性およびそれ
らの価値を写し出す。それゆえ，このモデルは（例えば利益および富の）存
在論的局面を認識論的局面（つまりこれらの主体の背後にある概念）に関係づ
けるのみならず，それは，そのような概念に一時的に帰せられる価値を測
定または推定する方法論的局面に橋渡しする。
　会計測定方法の最も重要な特徴は，純粋科学において要求される実証的
表現とは対照的に，応用科学に適した目的指向的表現を探求することであ
る。すなわち，それは適切な手段をよく特定化した目的に対応させること
に基づいた方法である。それゆえ，会計における利益の価値の決定は，別
個の方法論的ならびに実用的問題である。
　それは次の２つの重要な要件を規定する。すなわち，⑴ 各々が特定の
情報目的に依存する（評価，実現，分類等を考慮する）いくつかのモデルの
受容，および ⑵（科学的な分析によって行われる）手段・目的分析である。
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そのような見解は「絶対的」要求を望まないけれども，それは会計におけ
る実在性，概念的表現および測定の問題に対する有意味な解決策であるよ
うに思われる。
　上述したように，利益請求権それ自体の実在性は，方法論的問題によっ
て影響されない。これに関して，マテシッチは次のようにいう。彼女また
は彼が以前の体重の半分になったからといって，誰が人間の存在を疑うで
あろうか。所有主持分が去年の間に30％減少したからといって，誰が所有
主持分の実在性を否定するであろうか。紙幣の購買力が過去30年の間に減
少したからといって，誰が50ドル紙幣の存在を疑問視するであろうか。類
似のものが法的訴訟または破産のケースに当てはまる（Mattessich [2014] p. 
86）。
　そこで，最初にすべきことは，例えばある利益計算目的を設定し，その
目的に基づいて算定された利益または利益所有権の存在を確定することで
ある。その時にのみ，その価値を決定することができることになる。それ
ゆえ，利益の測定問題およびその表現は，関連する指示対象の実在性を否
定することによって解決できず，PORや，実際の情報目的および関連す
る強力な行動の注意深い分析によって解決しなければならないのである。
　しかしながら，経済的評価の存在論的，認識論的，および方法論的ない
し測定論的問題は，研究されつくしていないというのは，疑いがない事実
である。会計を哲学的指向をもって研究し，これらの問題および関連する
問題をさらに明確にすることによって，会計理論の未来を切り開く必要が
ある。
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